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序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文

　フィリピン共和国政府は、結核対策を中心とする公衆衛生のモデルを構築するべく、プロジェ

クト方式技術協力をわが国に要請し、これを受けて国際協力事業団は1992年から５年間にわたり

公衆衛生プロジェクトを実施しました。

　同プロジェクトは1997年８月31日に終了しましたが、保健省が新たに策定した治療完了に重点

を置く結核対策新指針の実施モデルを確立し、そこで得られた成果をもとに、結核対策新指針の

全国展開を進めるため、実施エリアを拡大するのに必要な技術的支援を行う新たなプロジェクト

方式技術協力を要請してきました。これを受けて国際協力事業団は、1997年９月１日から５年間

の予定で、結核対策プロジェクトを開始しました。

　当プロジェクトは、専門家の派遣、研修員受入れおよび機材供与を軸に、技術協力を実施して

きました。今般これらの状況を踏まえ、プロジェクトの進捗状況と問題点を把握し、活動計画を

参加型で策定するため、1998年８月３日から８月13日までの日程で、財団法人結核予防会結核研

究所所長の森亨氏を団長とする運営指導調査団を派遣しました。本報告書は、同調査団が実施し

ました調査、協議およびその結果について取りまとめたものです。

　ここに調査団員各位ならびに調査にご協力を賜りました関係各位に、深甚なる謝意を表します

とともに、プロジェクトの効果的な実施のために、今後ともご指導、ご鞭撻をお願い申し上げま

す。

1998年９月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団
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１．運営指導調査団派遣１．運営指導調査団派遣１．運営指導調査団派遣１．運営指導調査団派遣１．運営指導調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的

　わが国は1992年９月から５年間にわたり、結核対策を中心とする公衆衛生プロジェクトをセブ

州をプロジェクト・サイトとして実施し、ＷＨＯとの連携を図り、保健省が新たに策定した治療

完了に重点を置く結核対策新指針の実施モデルを確立した。フィリピン共和国（以下、フィリピ

ン）政府は、そこで得られた成果をもとに、結核対策新指針の全国展開を進めるため、実施エリ

アを拡大するために必要な技術的支援を行う新たなプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　これを受けてわが国は、1997年８月に事前調査団を派遣し、同月、討議議事録（Ｒ／Ｄ）を締

結し、同年９月から５年間にわたりプロジェクト方式技術協力「結核対策プロジェクト」を実施

することとした。

　Ｒ／Ｄ締結時に詳細な活動計画を策定し先方と合意したが、問題点の把握・共有、今後の円滑

なプロジェクト運営のためにプロジェクトサイクルマネジメント（ＰＣＭ）手法による問題分

析、目的分析を行うことが急務となっている。また、プロジェクト活動地域および拡大計画につ

いても日比双方で十分な確認がなされておらず（ただし、Ｒ／Ｄのマスタープラン中の「成果」

では言及されている)、先方が早急な拡大を企図しているところ、現時点で可能な限り明確に確

定しておく必要がある。さらに、国立リファレンスラボラトリーの無償資金協力の要請があるも

のの、サイトについては先方の意向が割れているところ、先方の検討状況を把握する必要があ

る。あわせて、通貨危機に伴う先方のローカルコスト負担状況、ならびにプロジェクト開始時か

ら現在までの活動状況の把握、今後の活動計画の策定のため今般運営指導調査団を派遣すること

となった。

１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成

　　　担　　当 　氏　名 　　　　　　　所　　　　　　属

団長　総　　括 森　　　亨 財団法人結核予防会結核研究所所長

団員　参加型計画手法 伊藤　　毅 アイ・シー・ネット株式会社コンサルティング部研究員

団員　協力計画 伊藤　賢一 国際協力事業団医療協力部医療協力第一課職員
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１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程

日順  月 日 曜日 移動および業務

１ ８／３ 月 13:10 伊藤（毅）団員マニラ到着

16:00 ＪＩＣＡ事務所打合せ

２ ８／４ 火  8:00 プロジェクトチームとの打合せ

14:00 保健省結核課へのインタビュー

３ ８／５ 水  8:00 ＷＨＯ表敬・協議

14:00 州保健局表敬・協議

16:00 マニラ市保健局調査

４ ８／６ 木  8:00 保健省結核課へのＰＣＭ手法に関するブリーフィング

13:10 森団長、伊藤（賢）団員マニラ到着

15:30 日本大使館表敬・打合せ

17:50 ＪＩＣＡ事務所表敬・打合せ

５ ８／７ 金  8:00 保健省ロペス次官表敬・協議

 9:00 ＰＣＭワークショップ（終日）

６ ８／８ 土  9:30 ボホール州へ移動

７ ８／９ 日 資料整理・団内打合せ

８ ８／10 月  8:00 ボホール州保健局表敬・協議

 8:40 コレラRural Health Unit（ＲＨＵ）調査

10:00 サンボグBarangay Health Station（ＢＨＳ）調査

11:00 ボホール州知事表敬

14:30 セブへ移動

17:45 マニラへ移動

９ ８／11 火  6:00 ラグナ州へ移動

 9:00 ラグナ州保健局表敬・協議

 9:50 ラグナ州知事表敬

10:20 ピラＲＨＵ調査

11:20 ピラＢＨＳ調査

13:50 リージョン４保健局表敬・協議

17:50 保健省ロペス次官協議

10 ８／12 水  8:00 保健省協議

14:00 国家経済開発庁（ＮＥＤＡ）表敬・協議

16:30 ＪＩＣＡ事務所報告

11 ８／13 木  7:20 ＷＨＯ表敬・協議

 9:30 日本大使館報告

14:30 マニラ発
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１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者

(１) フィリピン側関係者

　保健省関連 次官 Dr. Antonio S. Lopez

結核課長 Dr. Mariquinta J. Mantala

結核対策官 Dr. Jaime Y. Lagahid

検査試験課長 Dr. Veneracion D. Pacis-Munar

　ボホール州知事 Mr. Rene L. Relampagos

　ボホール州保健局 Dr. Franasco S. Kazalo

　リージョン４保健局長 Dr. Conrado K. Galsim, Jr.

　　　　　　　　副局長 Dr. Gerardo V. Bayugo

　ラグナ州知事 Mr. Jose D. Lina, Jr.

　ラグナ州保健局 Dr. Cirila D. Jorvina

　国家経済開発庁（ＮＥＤＡ）プロジェクトモニタリング課長

Mr. Rolando G. Tungpalan

　ＷＨＯ西太平洋事務所結核担当官 Dr. Dongil Ahn

(２) 日本側関係者

日本大使館 福田　　光　書記官

ＪＩＣＡフィリピン事務所 後藤　　洋　所長

黒柳　俊之　次長

永井　真希　所員

　プロジェクト 遠藤　昌一　チーフアドバイザー

寺崎　義則　調整員

大角　晃弘　専門家（結核対策）
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２．総　括２．総　括２．総　括２．総　括２．総　括

(１) ＰＣＭワークショップについて

　８月７日、保健省検査試験局内の会議室で保健省、リージョン４、リージョン７等の

プロジェクト関係者の参加を得てＰＣＭワークショップを開催した。｢フィリピンにおい

て結核は深刻な問題である」を中心問題に据え、今一度結核対策およびプロジェクト活

動を見直す観点から、参加者分析、問題分析、目的分析を行った。１日間という限られ

た時間であったためプロジェクトデザインマトリックス（ＰＤＭ）の完成までには至ら

なかったが、参加者からは活発な議論がなされ、目的系図を作成することができた。今

後、見落としている点や重複している点などを修正し、プロジェクト関係者で議論を重

ね、プロジェクトの運営に資するようＰＣＭ手法が活用されることを期待する。

(２) 各州の活動状況について

　プロジェクト展開開始直前のボホール州と開始直後のラグナ州をフィールド調査した

が、両者とも喀痰採取・検査・記録報告等において技術的に未熟であるものの、結核対

策への取り組みの意欲は十二分にあり、研修を行いモニタリングやスーパービジョンを

通じて管理を適切に行っていけば、うまく国家結核対策計画（ＮＴＰ）が浸透していく

ものと思われる。人員・予算の配置等で先方の努力を引き続き促しながら、技術面でプ

ロジェクト側が機能的に支援していくよう期待したい。

(３) 国立リファレンスラボラトリーについて

　本件については、無償資金協力の要請がなされている。正式なプロポーザルの提出手

続きはＮＥＤＡが審査中であるが、現在はＮＥＤＡから保健省に対しコメントが付され

ており、保健省側が何らかのアクションをとるべき段階との由であった。早急な提出手

続きを求めるとともに、特にラボラトリー建設予定地については結論を出すよう申し入

れた。

(４) 先方のローカルコスト負担状況、特に抗結核薬の確保について

　おりからのアジア経済危機のあおりを受け、先方は予算が25％カットされるという深

刻な状況にあり、特に抗結核薬の確保に大きな影響が出ている。見込まれる結核患者数

に対し、抗結核薬を確保し得るのはそのうちの半数分であるとの由であった。先方も予

算確保に努力していること、また当プロジェクト対象地区には優先的に供給するとの方

針であることを確認したが、フィリピン全体の結核対策にとって非常に深刻な問題とし
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て動きを引き続き注視する必要がある。

(５) 全体を通じて

　いくつかの困難な状況はあるものの、中央レベルでも末端レベルでも結核対策に取り

組む前向きな姿勢は共通するものであり、技術的支援を通じてＮＴＰの実施・管理能力

が十分向上するものと考えられ、今後のプロジェクトの取り組みにいっそう期待したい。

大統領の掲げる優先施策である貧困者対策のなかで結核問題は重視されており、政府の

関与も強まっている。また世界的な「結核再興」のなかで、現在のＷＨＯのほか米国、

カナダをはじめいくつかの政府・非政府機関がフィリピンの結核対策への国際協力に関

心を示しており、今後は日本以外の援助国との効果的な協調関係のなかでプロジェクト

活動を拡大していくことが必要になると考えられた。
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３．ＰＣＭワークショップ３．ＰＣＭワークショップ３．ＰＣＭワークショップ３．ＰＣＭワークショップ３．ＰＣＭワークショップ

３－１　ＰＣＭワークショップの概要３－１　ＰＣＭワークショップの概要３－１　ＰＣＭワークショップの概要３－１　ＰＣＭワークショップの概要３－１　ＰＣＭワークショップの概要

　日時：1998年８月７日　９時～16時30分

　場所：保健省研究実験局会議室

３－２　ワークショップの事前準備３－２　ワークショップの事前準備３－２　ワークショップの事前準備３－２　ワークショップの事前準備３－２　ワークショップの事前準備

　ワークショップの参加者分析のための情報収集として、日本人専門家、フィリピン側カウン

ターパート、ＷＨＯの結核担当者からの聞き取りを行うとともに、マニラ市の市保健局と市立保

健センター（City Health Center）を視察し、情報を取りまとめた。

３－３　ワークショップの結果３－３　ワークショップの結果３－３　ワークショップの結果３－３　ワークショップの結果３－３　ワークショップの結果

(１) 参加者分析

　事前の聞き取りなどにより収集した情報をもとに参加者表の試案を作成し、その結果

について参加者とともに議論を行った。結果は別添３のとおりである。この表は行政レ

ベル別（Central、Region、Province、Municipality、その他）にまとめてあるが、プ

ロジェクト実施の機能別に見てみると以下のような特徴が指摘できる。

①意思決定機能の分散

地方分権化（devolution）により、県と市の保健担当機関は保健省の管轄下にな

い。結核対策は全国プログラムであるが、実際の活動は県と市の保健職員が行い、

そのための人事権や必要な予算措置に関する権限は県と市にある。

②監督・指導機能の重複

現場レベルの活動主体はＲＨＵを管轄する市だが、県以上の行政レベルがこれを監

督あるいは技術指導する。しかし、少なくとも今回のワークショップと個別のイン

タビューからは、これに関しての県、州、中央の役割分担は明確に確認できなかっ

た。おそらく、人材と資金の事情などによりそれぞれの行政レベルが柔軟に対応し

ており、明確な役割分担は決まっていないのではないかと思われる。

③ワークショップでは議論されなかったが、地方分権化により「District」の機能が

ほぼ完全に欠如したために、県が全域のＲＨＵを監督･指導する体制となり、県の負

担が過剰になっているという指摘もあった。

④治療薬調達の不安定さ

治療薬は一義的には必要量が中央から配布されることとなっているが、近年の経済

状況の悪化などにより十分な量が調達されていない。中央では不足分を地方行政府
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が補完することを期待している。各地方行政府がどの程度の量を補完する必要がある

のかがわかるのは、中央での予算の決定および各地方行政府への配分が決まってから

と考えられるが、地方行政府の予算策定と時期的に合致するか疑問である。この問題

は、全体的な薬剤補給体制の不備とも関連している。

⑤協力者との関係の不明確さ

現在、ＷＨＯ、ワールドビジョンなどの国際ＮＧＯ、さらに現地ＮＧＯも結核対策

を進めているが、これらとプロジェクトとの関係は構築されていない。

(２) 問題分析

　ワークショップで作成された問題系図は図３－１のとおりである。系図中のカッコ付

き番号はプロジェクト対象地における重要問題を示し、それぞれカッコ内に書かれてい

るリージョンにおいて重要であることを意味する。

１) 問題構造

　問題系図に示される問題構造を簡潔にまとめると以下のようになる。

中心問題：

「フィリピンにおいて結核の問題がきわめて深刻である」

（モデレーターによる提示）

直接原因：

「多くの未診断の患者が多く存在する」｢治療が十分完了しない」｢感染リスクが

高い｣。最重要課題は「治療を適切に行うこと（適切なケース・ホールディン

グ）｣。感染リスクの問題については詳細な分析を行わなかった。

診断の問題：

①顕微鏡などの機材の不足と検査の質の低さ（診断業務の問題)、②患者に対する

教育の不足などにより患者が診断を受けないこと（受け手の問題)、③ＲＨＵに対

する信頼性が低いために診断を受けないこと（提供側の問題）の３つの問題群。

治療の問題：

①結核対策に従事する人材の不足、②治療薬の不足、③既存のヘルスワーカーの質

の低さ、④記録・報告システムの不備、⑤治療方法不統一による副作用、⑥ＲＨＵ

の利用率の低さ（診断の③に同じ）の６問題群。

２) 対象地域における問題

　問題分析において、本プロジェクトの現在の対象地であるリージョン４とリージョ

ン７について重要な問題の特定を行った。ただし、時間の不足により具体的な内容の

確認や全体での議論は行っていない。
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リージョン４とリージョン７共通：｢顕微鏡検査を行う検査官の不足」｢顕微鏡検査

の監督制度の未整備」｢検査制度（validation）の未整備」｢民間・病院とのリ

ファレルシステムの未整備」｢治療薬の不足」｢不適切な薬剤調達制度」｢治療記録

のモニタリング・監督制度の未整備｣。

リージョン４：｢訓練されたヘルスワーカーの不足｣。

リージョン７：｢民間などとの治療方法の不統一｣。

(３) 目的分析

　ワークショップで作成された目的系図は図３－２に示すとおりである。系図中の丸番

号は同レベルの手段のなかでの優先度を示す（例：「結核の診断の改善」のためには「顕

微鏡検査の質的向上」が「患者が診断を受けに来るようになる」より優先課題である)。

点線で囲まれた部分が本プロジェクトの範囲を表す。また、カッコ内のアルファベット

は責任機関を示し、以下の凡例に従う。

C: Central R: Regional P: Province M: Municipality

Hu: ＲＨＵ B: ＢＨＳ Ho: Hospitals Pr: Private clinics

J: ＪＩＣＡ

１) 優先課題

　上位目的達成のためにいくつかのアプローチが確認されたが、そのなかで以下の分

野は特に優先度が高いとされた。

①｢治療薬の充足」

中央のみでなく、地方行政府も予算を確保することが必要。また、調達・輸送など

の補給体制の改善のため、特に管理分野の人材育成が必要。

②｢ヘルスワーカーによる患者治療のモニタリングとフォローアップ」

つまり適切な直接監視下短期化学療法（ＤＯＴＳ）の実施に同じ。このために、ヘ

ルスワーカーに対するインセンティブの付与と監督・モニタリング制度の整備が必

要である。

③｢全体的な結核対策プログラムのための人材の調達」

量的向上を意味し、地方行政府による採用の増加と各行政レベル間の協調的な人材

の活用が必要。

④｢顕微鏡センターの設立」

⑤｢顕微鏡検査の質的向上」

検査技師の訓練と検査体制（validation system）の構築を並行して行うことが

必要。
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２) 技術向上の必要な分野

　上位目的達成のためのアプローチを技術向上の必要な分野（技術協力の必要な分野）

という横断的な視点からみると、｢検査技師育成」｢検査技術訓練講師育成」｢監督官

（supervisor）育成」｢検査の質管理に関する訓練」｢ヘルスワーカーへの保健教育に

関する訓練」｢ヘルスワーカーへのＤＯＴＳに関する訓練」｢リファレルシステムに関

する訓練」｢薬剤調達・配送に関する技術の訓練」｢管理者レベルのプログラム管理に

関する訓練」の９分野にまとめられる。

３) 組織・制度・運営上の改善が必要な分野

　また、それぞれのアプローチを実現していくうえで組織･制度などの面で改善が必要

な分野は「国立リファレルラボラトリーの設置」｢検査の質管理のためのvalidationの

標準化」｢民間・病院との連携体制の確立」｢各行政レベルでの協調体制の確立」｢薬剤

ロジスティックス・システムの確立」｢ＤＯＴＳ活動の定期モニタリング・指導体制の

確立」の６分野である。

４) その他

　多くの局面で「結核対策の（政策における）優先度が高まる」という状況が必要に

なっており、そのための啓蒙活動やプロジェクトの成果の公表などによる宣伝活動の

必要性がうかがえる。

５) プロジェクトの範囲

　ワークショップの参加者により、本プロジェクトが検討されたアプローチの大半を

カバーしていると認識された。ただし、この範囲内での各項目の具体的な活動内容と

役割分担については確認できなかった。プロジェクトの範囲外とされた部分は、｢メ

ディアによる啓蒙活動」｢住民への直接的な啓蒙・教育活動」｢ＲＨＵの全般的な改善」

｢リファレルシステムの構築（民間・病院との連携体制の確立）」｢ヘルスワーカーに

対するインセンティブの供与」｢感染リスク軽減のための活動」である。

３－４　改訂版系図の作成３－４　改訂版系図の作成３－４　改訂版系図の作成３－４　改訂版系図の作成３－４　改訂版系図の作成

　現地ワークショップにおいて、フィリピンにおける結核対策に関する問題構造と目的構造を大

局的に把握することができたが、ワークショップの時間的な制約から、詳細については議論が不

十分と思われる部分もあった。このため、ワークショップの事前に行った関係者からの情報収

集、問題分析の前に行った参加者分析での検討の結果などをもとに、ワークショップで作成され

た系図への加筆修正を行い、改訂版系図を作成した。それぞれの系図の修正点は以下のとおりで

ある。
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(１) 問題系図の改訂

　上述のように、調査期間中に収集された情報をもとに問題系図の修正を行った。改訂

版問題系図（図３－３）の中の角の丸い枠にかかれた「問題」が修正・追加を行った箇

所であり、その説明は以下のとおり。

①｢顕微鏡の不足」の原因として、｢新規購入予算の不足」に「既存の機材の維持・管理

が不適切」を追加した。

②｢Medtechの不足」について、県レベルで用意する分と市レベルで用意する分があり、

この点を明記した。

③｢検査技師（microscopist）に対する研修の不足」の原因として、｢予算の不足」に

「研修講師の不足」｢講師研修の不足」を追加した。

④｢顕微鏡検査の監督（supervision）が不十分」と「確認検査（validation）が不十

分」という問題は、オリジナルでは「顕微鏡検査の基本的技術が不足」の原因となっ

ていたが、これらを「顕微鏡検査の質監理の不足」としてまとめ、｢顕微鏡検査の質

が悪い」という問題の原因とした。

⑤｢顕微鏡検査の監督が不十分」の原因に「監督官の不足」とそれにつながる原因群を

追加した。

⑥一般に対する情報提供の問題で、｢訓練を受け、積極的に従事する職員の不足」の原

因として、職員に対するインセンティブの問題に「職員に対する訓練の不足」を追加

した。

⑦２ページ目、｢ＲＨＵのサービスが十分でない」問題に関して、｢ＲＨＵ職員が結核対

策に関する十分な知識をもっていない」という問題の原因に「ＲＨＵに多くのプロ

ジェクトが任されている」ために「結核対策に関する活動に集中できない」という問

題を追加した。

⑧リファレルシステムに関して、オリジナルの「病院・民間とのコミュニケーションが

弱い」という問題をさらに、ＲＨＵ間のコミュニケーションに関する問題にも広げ

た。

⑨｢病院・民間とのコミュニケーションの問題」の原因に「ＮＴＰの管理者レベルの臨

床経験が少ない」ために「臨床面に関する信頼性が強くない」という問題を追加し

た。

⑩｢病院・民間がＮＴＰに十分関与していない」問題の原因として「病院・民間の結核

対策に対する優先度が低い」ことと「病院の公衆衛生に関する機能が不十分である」

ことをあげた。
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⑪｢ＲＨＵが十分活用されていない」という問題は、オリジナルでは「継続治療（case

holding）が適切に行われていない」ことの直接原因となっていたが、直接原因とし

て「移転患者が適切にフォローされていない」を加え、その原因として「リファレル

システムが不十分である」という問題につなげた。

⑫｢継続治療が適切に行われていない（Case holding is not properly done）をよ

り明確にするため、｢ＤＯＴＳが適切に実施されていない（DOTS is not properly

practiced）」に変更した。

⑬｢市レベルにおける保健・医療サービス職員の不足（lack of manpower）」を、治

療分野との関連をより明確にするため「ＤＯＴＳを実施するための職員の不足」とし

た。

⑭｢結核治療薬の不足」の原因の「分配が適正でない」問題の原因に「菌陰性かつＸ線

陽性の患者に投薬されている」に関する問題群を追加した。

⑮｢治療薬購入のための予算の不足」の原因を「中央レベルでの予算の不足」と「地方

政府レベルでの補完的予算の不足」の２つに分類した。

⑯３ページ目、｢記録システムが不適切」を「ヘルスワーカーが適切に患者をフォロー

していない」問題の原因とした。

⑰｢患者が、治療薬による軽微な副作用で治療を中断してしまう」という問題は「治療完

了率が低い（Treatment compliance is low）」の直接原因であったが、｢ＤＯＴＳが

適切に実施されていない」の原因とした。

⑱｢結核対策プログラムが適切に管理されていない」という問題の主体が実施部隊の地

方行政ではなく中央にあることを明確にした。

(２) 目的系図の改訂

　上記の問題系図の修正点をもとに目的系図の改訂を行った。改訂版目的系図中（図３－

４）の、角の丸い枠の「手段」が追加・修正箇所である。その他の凡例は目的系図のも

のと同じである。またこの改訂に伴い、プロジェクトの範囲の再確認を日本側専門家に

対して行った。この段階で特に行った修正は以下のとおりである。

①住民啓蒙、ラジオ放送はtrimediaに包括。

②プライオリティ１「ラジオ放送」は「trimedia」に移動。

③マンパワー調達につながる手段としての「保健セクターの再度の中央集権化」は非現

実的なので削除。

④｢治療薬の分配適正化」の手段「政治的介入の排除」の手段の「中央集権化」も削

除。
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３－５　分析結果に関する留意点と今後の検討課題３－５　分析結果に関する留意点と今後の検討課題３－５　分析結果に関する留意点と今後の検討課題３－５　分析結果に関する留意点と今後の検討課題３－５　分析結果に関する留意点と今後の検討課題

(１) 参加者分析

　本プロジェクトの参加者分析における最大の問題は、プロジェクトの直接的な実施者

の範囲が不明確なことである。この問題の原因として地方分権化があげられる。結核対

策の国家レベルでの管理は中央の政府機関である保健省結核対策課（Tuberculosis Con-

trol Service；ＴＢＣＳ）によって行われているが、現場での活動は県と市によって実

施されている。しかし、地方分権化により、ＴＢＣＳは県と市の保健担当部局に対して

直接的な権限をもたない。このため、｢ワークショップの結果」の「参加者分析」の項で

も述べたように、人事権などの意思決定機能が分散したり、プロジェクト実施の指導･監

督機能の役割分担が不明確になっている。この問題をＰＣＭの観点からみると、後に述

べるＰＤＭの活動や成果の達成責任の所在が不明確になる、あるいはプロジェクトの内

部要因と外部条件の区別が不明確になるという問題が起こる。これがプロジェクトの進

捗そのものに直接大きな影響を及ぼす可能性は高くないと予想するが、プロジェクトの

モニタリング・評価の際には大きな問題となり得る。今後、本プロジェクトのカウンター

パートと日本人専門家の間でこの点についての整理が必要である。

(２) 問題分析

　改訂作業を行った後でも大きな問題構造はオリジナルの系図と変わらないが、今後さ

らに以下の点について確認が必要である。

①リージョン４、リージョン７での重要問題の詳細について。

②問題をもつ主体の特定（誰にとっての問題かが明確でないものが多い。また同じ問題

でも主体が異なることで問題の性質も異なることがあり得る)。

(３) 目的分析

　目的分析についても、改訂後のアプローチの構造の大きな変化はない。ただし、下位

の手段（系図の下部）について選択肢（あるいは必要手段）が増えているので、これら

の部分についてはＰＤＭの作成に向けてその現実性と効率性を検討する必要がある。そ

の他、以下の点について確認が必要と思われる。

①microscopy center とregional、provincial、municipal laboratoryの違い（同

じであれば用語を統一する。異なるものであればその役割分担を明確にする)。

②優先課題について再度コンセンサスを確認する必要がある。

③主な手段の責任機関を明記したが、ワークショップでは２つのグループで作業基準が

統一されなかったとみられるため、再度全体の見直しをするとともに、複数の機関が
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責任を共有あるいは分担している場合はその内容を明確にする。

３－６　ＰＤＭ試案の作成３－６　ＰＤＭ試案の作成３－６　ＰＤＭ試案の作成３－６　ＰＤＭ試案の作成３－６　ＰＤＭ試案の作成

(１) アプローチのまとめ

　上記の改訂版目的系図をもとにプロジェクトが対象とするアプローチを整理したもの

が表３－１である。１ページ目が診断分野、２ページ目が治療分野となっているが、レ

ベル１は共通の上位目的であり、レベル２以下は並列していると考える。またレベル７

は内容が活動レベルのものをまとめた。アプローチによっては、手段の分岐が少ないた

め中間のレベルがない形になっているものもある。

(２) ＰＤＭ試案の作成

　上記のプロジェクトの対象分野のアプローチの整理表、改訂版目的系図、さらにＮＴＰ

に示される結核対策プログラムの目標達成指標などから、ＰＤＭ試案を作成した（表３－

２)。

１) ｢プロジェクトの概要（Narrative Summary）」

　｢プロジェクトの概要」は、単なる表３－１の内容の転記ではなく、｢成果」｢活動」

の内容から、プロジェクト実施上１つの「成果」あるいは１つにまとまった「活動」

とした方がよいものなどを検討し再編成したものである。

　｢プロジェクト目標（Project Purpose）」と「成果（Output）」は原則としてプロ

ジェクト対象地におけるそれぞれの達成を意味する。｢成果」と「活動（Activity）」

は、上記のアプローチ概要表をもとに作成した。上記の表の下線部が「上位目標｣、太

イタリック文字が「プロジェクト目標｣、太字が「成果」に対応する。ただし、｢プロ

ジェクト目標」と「上位目標」については２つの案を提示している。プロジェクト期

間中にプロジェクトが達成できるという範囲からどちらが適切かを決定する必要があ

る。Ａ案（上位目標Ａとプロジェクト目標Ａの組み合わせ）では「プロジェクト目標」

と「成果」が近すぎ（成果の総体が目標そのものといえる)、｢プロジェクト目標」の

指標の設定が困難である。Ｂ案（それぞれのＢの組み合わせ）はプロジェクト対象地

域での目標達成が全国レベルに影響を及ぼす程度になるかどうかが疑問である。

　その他の主な変更点は以下のとおりである。

①｢監督・指導（supervision）」は診断分野と治療分野を統合して１つの成果とし

た。

②治療分野の「適切な治療モニタリング・追跡がヘルスワーカーによって行われる

(Adequate monitoring and follow up are done by HWs.）」は、ＤＯＴＳの実
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施とその監督の両方が含まれているため、監督の部分を上記の「監督・指導」の活

動にまとめ、ＤＯＴＳの実施に関する部分を独立させた。

③患者に対する啓蒙･情報提供活動についても診断分野と治療分野を統合して１つの

成果とした。

④治療薬の供給の問題では、｢薬品の適正配分」｢治療薬購入予算の確保」｢薬剤補充

システムの確立」は通常であればいずれも「成果」レベルの内容であるが、これら

のための活動内容が比較的乏しく、外部条件と思われる要因が多いと考えられたた

め、｢治療薬の供給状況が改善する」という１つの「成果」にまとめた。

⑤各「成果」｢活動」の役割と責任の分担が必ずしも明確でないと思われたため、｢プ

ロジェクト実施体制が確立する」という「成果」を追加した。

　｢活動」のカッコ内はそれぞれの活動の対象を示し、以下の凡例に従う（「N:全国」

以外はプロジェクト対象地内を前提とする)。ただし、｢３－５　分析結果に関する留

意点と今後の検討課題」の項でも述べたように、それぞれの活動の主体は一義的には

ＴＢＣＳだが、必ずしも明確にはなっていない。

T: ＴＢＣＳ R: Region P: Province M: Municipality

Hu: ＲＨＵ B: ＢＨＳ Ho: Hospitals Pr: Private clinics

N: 全国

２) ｢外部条件（Important Assumption）」

　外部条件とは、プロジェクトの実施に重大な影響を及ぼす可能性のある外部の（プ

ロジェクトでコントロールできない）条件のうち、それが満たされるかどうか現時点

で不明なもの、満たされない可能性が懸念する程度ありモニタリングが必要なものの

ことである。それぞれ１段階上に進むために必要な条件である（例：「活動」と同じ

レベルにある外部条件は、活動実施中あるいは実施後の時点で「成果」を達成するた

めに必要な外部の条件)。番号にＡあるいはＢとあるものは「プロジェクト目標」のＡ

あるいはＢ案に特有の条件である。

　この試案では、地方行政府に権限のある検査技師の採用などはプロジェクトの外部

であるとし、外部条件に入れた（外部条件７)。

３) ｢指標（Verifiable Indicator）」

　｢指標」はプロジェクトから入手した、すでに活用している指標のリストを参考に記

入した。ＡあるいはＢとあるものは、ＡあるいはＢ案に特有の指標である。｢成果」の

指標の番号は「成果」の番号と対応している（例：「指標」５－１と５－２は「成果」

５のための指標である)。試案作成時に適切な指標がみつからなかったものは空欄のま
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ま残してある。

３－７　ＰＣＭ手法の適用に関する今後の進め方３－７　ＰＣＭ手法の適用に関する今後の進め方３－７　ＰＣＭ手法の適用に関する今後の進め方３－７　ＰＣＭ手法の適用に関する今後の進め方３－７　ＰＣＭ手法の適用に関する今後の進め方

　今後、本プロジェクトにＰＣＭ手法を適用するために、以下の順序で作業を進めていく必要が

ある。

(１) 最終版ＰＤＭの作成

１) ｢プロジェクト目標」｢上位目標｣の決定。

　現在２つ示されている試案から適切な方を選択する。

２) ｢成果」｢活動」の決定

　｢成果」と「活動」を見直し、必要があれば削除･追加･修正する。また、ワーク

ショップでの議論などをもとに、対象地域別に特に重要な「成果」と「活動」を明ら

かにする。さらに、それぞれの「成果」と「活動」について、責任者（機関）を明確

にする。複数の責任者（機関）が関与するものについては、責任者(機関)ごとの役割

と責任の分担を明確にする。

３) ｢外部条件｣の決定

　現在示されているものについてそれぞれ、プロジェクト実施にとっての重要性、条

件の満たされる可能性について再度検討し、重要性の低いもの、可能性の高いものを

削除する。また、キラーアサンプション（満たされる可能性がない、あるいはきわめ

て低く、それによってプロジェクトの活動、成果、目標などの達成が阻害されること

が予想されるもの）がないかを確認する。キラーアサンプションと思われるものがあ

る場合は、その条件に影響されないように活動、成果、目標などを変更する必要があ

る。これについても対象地によって外部条件が異なる可能性がある。

４) ｢指標」｢指標データ入手手段（Means of Verification）」の決定

　現在示されている指標についてそれぞれ適性を検討する。また、空白で残されてい

る部分について適切な指標項目を設定する。さらに各指標について、対象地別に達成

すべき具体的な目標値と達成すべき時期を明記する。次に、それぞれの指標について

そのデータの入手先を明らかにし、｢指標データ入手手段」に記入する。

(２) 最終版ＰＤＭの合意

　上記のＰＤＭの作成は、フィリピン側と日本側双方による共同作業によって行うこと

としたい。ただし、完成後はフィリピン側関係者と内容について十分検討し、相互理解

を図る必要があり、関係者間で試行的に使用してみて、使いづらい点があれば現場の状

況にあわせてＰＤＭを見直していくように弾力的に運用していくことが重要である。
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４．協議結果４．協議結果４．協議結果４．協議結果４．協議結果

　８月３日から13日まで先方政府および関係機関との協議およびフィールド調査を行い、右結果

を踏まえ協議議事録（ミニッツ）を先方ロペス保健省次官とわが方森団長との間で締結する予定

としていたが、ロペス次官が急用により調査団訪比中に署名できなくなったところ、森団長のサ

インを残し、後日ロペス次官がサインを行った。右確認事項の概要は以下のとおりである。

(１) 総論

　本プロジェクトは結核対策新指針の拡大を行うためのマネジメント能力向上を図る

目的で1997年９月１日に開始された。1997年８月14日に締結されたＲ／Ｄに基づき、

ＪＩＣＡは３人の長期専門家を派遣し、３人の研修員を受け入れ、必要な機材を供与し

た。今回、現在までの活動を振り返り、現状を踏まえ今後の計画について協議を行った。

(２) 協議結果

１) ＰＣＭ手法の導入について

　プロジェクトの円滑な運営のためＰＣＭ手法を導入することとした。調査団訪比中

に開催されたＰＣＭワークショップでは、参加者分析、問題分析、目的分析を行った。

ワークショップの結果、暫定的に作成された系図はミニッツ付表１のとおりである。

ワークショップの結果を踏まえ、さらに議論を重ねてＰＤＭを完成させることとする。

２) プロジェクト対象地域について

　Ｒ／Ｄに記載のあるとおり、下記のようにプロジェクト活動を進める。

－リージョン７：セブ州で結核対策新指針を実施して得られた成果を他の３州に広げ、

リージョン全体をカバーする。

－ラグナ州：新指針のデモンストレーションエリアとして今年はフェーズ１の地域で展

開し、次の年に残りの地域をフェーズ２として実施する。さらなる拡大についてはデ

モンストレーションの成果に基づいて議論を行う。

－検査部門の向上：菌検査分野では、開始当初から国全体を対象としている。

３) 国立リファレンスラボラトリーについて

　フィリピン側は正式要請を提出するべく必要な行動をとる。

(３) これまでの実績

　1998年７月末までの活動の実績はミニッツ付表２のとおりである。

(４) 今後の活動計画

　現状を踏まえ、両者はミニッツ付表３のとおり今後の活動計画を策定した。
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附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料

①①①①①　ミニッツ　ミニッツ　ミニッツ　ミニッツ　ミニッツ

②②②②②　　　　　199 71 9 9 71 9 9 71 9 9 71 9 9 7年度年間概要報告年度年間概要報告年度年間概要報告年度年間概要報告年度年間概要報告

③③③③③　　　　　19 9 81 9 9 81 9 9 81 9 9 81 9 9 8年度第１四半期概要報告年度第１四半期概要報告年度第１四半期概要報告年度第１四半期概要報告年度第１四半期概要報告

④④④④④　　　　　19 9 81 9 9 81 9 9 81 9 9 81 9 9 8年度第１回合同調整委員会議事録年度第１回合同調整委員会議事録年度第１回合同調整委員会議事録年度第１回合同調整委員会議事録年度第１回合同調整委員会議事録

⑤⑤⑤⑤⑤　Ｒ／Ｄ、ＴＳＩ（　Ｒ／Ｄ、ＴＳＩ（　Ｒ／Ｄ、ＴＳＩ（　Ｒ／Ｄ、ＴＳＩ（　Ｒ／Ｄ、ＴＳＩ（199 71 9 9 71 9 9 71 9 9 71 9 9 7年８月年８月年８月年８月年８月141 41 41 41 4日署名日署名日署名日署名日署名)))))
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